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６ 　同年６月 11 日，Ｚは，本件作品を美術資料として保管するにとどめ
るとの館長見解をまとめ，同年７月 18 日，県議会の教育警務常任委員
会において報告した。これにより，同日から，本件作品及び本件図録














































































第  16 条　博物館法（昭和 26 年法律第 285 号）第 20 条第１項の規定に基
づき，美術館に，Ｙ県美術館運営委員会（以下「委員会」という。）を
置く。
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【参考資料２】博物館法（昭和 26 年法律第 285 号）（抜粋）
（この法律の目的）







































第  21 条　博物館協議会の委員は，当該博物館を設置する地方公共団体の
教育委員会が任命する。























【参考資料４】社会教育法（昭和 24 年法律第 207 号）（抜粋）
（この法律の目的）




第 ２条　この法律において「社会教育」とは，学校教育法（昭和 22 年法
律第 26 号）又は就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供
の推進に関する法律（平成 18 年法律第 77 号）に基づき，学校の教育


















【参考資料５】地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）（抜粋）
（公の施設）
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【 参考資料６】地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法
律第 162 号）（抜粋）
（教育機関の設置）












































【 参考資料８】博物館の設置及び運営上の望ましい基準（平成 23 年 12 月
20 日文部科学省告示第 165 号）
（趣旨）
第 １条　この基準は，博物館法（昭和 26 年法律第 285 号）第８条の規定
に基づく博物館の設置及び運営上の望ましい基準であり，博物館の健


































　本問は，天皇コラージュ事件訴訟（１）（一審は富山地判平成 10 年 12 月 16 日
判時 1699 号 120 頁（裁判例①），控訴審は名古屋高金沢支判平成 12 年２月



















の想像力』（日本評論社，2003 年）142 ～ 177 頁，園田寿＝臺宏仕『エロスと「わいせつ」
のあいだ―表現と規制の攻防史』（朝日新聞出版，2016 年）参照。



























ピ』（尚学社，2007 年）102 ～ 110 頁［中林暁生執筆部分］も参照。
232 － 広島大学法科大学院講義「公法実務基礎」（2020 年度）（伊藤・大島）
訟大法廷判決（最大判昭和 58 年６月 22 日民集 37 巻５号 793 頁，判例②）法

























（７） 　前者は，憲法 21 条１項に加えて，憲法 19 条や憲法 13 条も根拠としている。








廷判決（最大判昭和 29 年 11 月 24 日刑集８巻 11 号 1866 頁）を参照したもの
であるが，このような厳しいものとなった理由は，市民会館の利用不許可処
分が，判例③の引用する「厳格かつ明確な要件のもとにおいてのみ許容され
る」とした北方ジャーナル事件大法廷判決（最大判昭和 61 年６月 11 日民集

























































































林書院，1995 年）516 頁である。その他，伊藤正己『憲法〔第３版〕』（弘文堂，1995 年）
324 頁，野中俊彦＝中村睦男＝高橋和之＝高見勝利『憲法Ⅱ〔第５版〕』（有斐閣，2012
年）353 ～ 354 頁〔中村睦夫執筆部分〕，芦部信喜『憲法学Ⅲ人権各論⑴〔増補版〕』（有
斐閣，2000 年）270 ～ 271 頁，芦部信喜（高橋和之補訂）『憲法〔第７版〕』（岩波書店，
2019 年）181 頁参照。


























（12） 　富山県立近代美術館問題を考える会・前掲註 1） 542 ～ 543 頁（被告・第 10 準備書面），
552 ～ 554 頁（被告・第 12 準備書面）参照。


























法的統制』（弘文堂，2013 年）39 ～ 44 頁参照。
























（15） 　駒村圭吾「国家と文化」ジュリ 1405 号 134 頁以下，137 頁，横大道・前掲註 14）
107 ～ 108 頁，蟻川恒正「政府と言論」ジュリ 1244 号 91 頁以下参照。


























（16） 　泉徳治『一歩前へ出る司法』（日本評論社，2017 年）224 頁。

























（17） 　蟻川・前掲註 13）215 ～ 216 頁参照。























（18） 　泉・前掲註 16）222 ～ 223 頁参照。
（19） 　中林暁生「給付的作用と人権論」法教 325 号 24 頁以下，駒村圭吾「自由と文化」法
教 328 号 34 頁以下参照。
（20） 　松並重雄「判解」最判解民事篇平成 17 年度（下）（法曹会，2008 年）394 頁以下，
415 ～ 416 頁参照。
（21） 　松並・前掲註 20）415 頁。傍点は筆者による。
（22） 　このような専門職の独立性については，蟻川・前掲註 15）参照。
（23） 　判例③の調査官解説である近藤崇晴「判解」最判解民事篇平成７年度（上）（法曹会，
1998 年）282 頁以下，295 頁は，「本判決がパブリック・フォーラムの法理を念頭に置
いていることは疑いがない」と明言している。
（24） 　駒村圭吾ほか「〈座談会〉国家と文化」ジュリ 1405 号 147 頁以下，155 頁［宍戸常寿
発言］参照。






















（25） 　駒村・前掲註 5）184 頁，阪口正二郎「芸術に対する国家の財政援助と表現の自由」
法律時報 74 巻１号 30 頁以下，30 頁参照。
（26） 　村山健太郎「判批」長谷部恭男＝石川健治＝宍戸常寿［編］『憲法判例百選Ⅱ〔第７
版〕』（有斐閣，2019 年）357 頁参照。
（27） 　芦部・前掲註 3）憲法学Ⅲ 482 頁，伊藤・前掲註 3）297 頁参照。
（28） 　富山県立近代美術館問題を考える会・前掲註 1）554 頁（被告・第 12 準備書面）参照。



















（29） 　ただし，中林暁生「判批」ジュリ 1505 号 26 頁以下は，裁判例③の判断枠組みにつき，
判例③との区別ができると説いている。
（30） 　横大道聡［編著］『憲法判例の射程〔第２版〕』177 ～ 181 頁［木下昌彦執筆部分］参
照。裁判例②と裁判例③について，その結論を維持した場合の「矛盾」にも言及して
いるが，最終的には，判例③の判断枠組みが適用される余地を認めている。
（31） 　芸術の自由については，初宿正典＝小山剛「憲法 21 条が保障する権利」井上典之＝
小山剛＝山元一［編］『憲法学説に聞く』（日本評論社，2004 年）96 頁以下，104 ～
110 頁参照。
（32） 　初宿ほか・前掲註 31）105 ～ 107 頁，武居・前掲註 3）105 頁参照。




















（33） 　蟻川・前掲註 13）216 ～ 217 頁参照。ただし，石川健治「文化・制度・自律」法教
330 号 56 頁以下は，「文化的自律性」のみならず，個人の芸術表現の自由に配慮すべく，
聴聞手続をリンクさせた多元的手続の構想を打ち出す。
（34） 　駒村・前掲註 15）参照。
（35） 　それ以外にも，中林暁生「給付と人権」西原博史［編］『岩波講座　憲法 2　人権論
の新展開』（岩波書店，2007 年）263 頁以下のように，政府による文化助成は，文化的
生存権の具体化であるとして，憲法 25 条を根拠に表現活動のための給付を求める余地
もある。これに否定的な見解として，巻美矢紀「自由と給付」大石眞＝石川健治［編］
『憲法の争点』（有斐閣，2008 年）84 頁以下。
